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維持修繕業務委託契約約款 

 

（総則） 

第１条 受注者は、この約款（契約書を含む。以下同

じ。）に基づき、別冊の図面及び仕様書並びに府中市

（以下「発注者」という。）の指示に従って委託業務

を誠実に履行しなければならない。 

（権利義務の譲渡等の制限） 

第２条 受注者は、この契約により生ずる権利又は義

務を第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。

ただし、あらかじめ、発注者の書面による承諾を得

た場合は、この限りでない。 

（一括委任又は一括下請の禁止） 

第３条 受注者は、委託業務の全部若しくはその主た

る部分又は他の部分から独立してその機能を発揮す

る工作物の業務を一括して第三者に委託し、又は請

け負わせてはならない。 

（受注者の通知義務） 

第４条 受注者は、この契約の履行につき、業務の全

部若しくはその主たる部分又は他の部分から独立し

てその機能を発揮する工作物の業務以外の部分を第

三者に委任し、又は請け負わせたときは、あらかじ

め、発注者に対し、次に掲げる事項を通知しなけれ

ばならない。 

(1) 受注者に係る事項 

ア 委託業務名及び履行場所 

イ 委託料 

(2) 受任者又は下請負人に係る事項 

ア 名称及び所在地 

イ 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３

条第１項の規定による建設業の許可年月日及び

許可番号 

ウ 再委託料又は下請負代金額 

エ 再委託部分又は下請負部分の業務内容 

オ 主任技術者の名前及び生年月日 

 力 技術者資格 

２ 現場代理人、主任技術者若しくは監理技術者又は

専門技術者は、これを兼ねることができる。 

（発注者の調査権） 

第５条 発注者は、必要があると認めるときはいつで

も、受注者に対し、委託業務の実施の状況等の報告

を求め、又は実地に調査することができる。 

（監督員） 

第６条 発注者は、監督員を置いたときは、その職名

及び氏名を受注者に通知しなければならない。その

者を変更したときも、同様とする。 

２ 監督員は、この約款に基づく発注者の権限とされ

る事項のうち発注者が必要と認めて監督員に委任し

たもののほか、設計図書に定めるところにより、次

の各号に掲げる権限を有する。 

(1) 契約の履行についての受注者又は受注者の現

場代理人に対する指示、承諾又は協議 

(2) 業務の進捗の確認、設計図書の記載内容と履

行内容との照合その他契約の履行状況の監督 

３ 発注者は、二人以上の監督員を置き、前項の権限

を分担させたときにあってはそれぞれの監督員の有

する権限の内容を、監督員にこの契約に基づく発注

者の権限の一部を委任した時にあっては当該委任し

た権限の内容を、受注者に通知しなければならない。 

４ 第２項の規定に基づく監督員の指示又は承諾は、

原則として書面により行わなければならない。 

５ 第１項の規定により、発注者が監督員を置いたと

きは、この約款の定める指示等は、設計図書に定め

るものを除き、監督員を経由して行うものとする。

この場合において、受注者が提出する書面について

は、監督員に到達した日をもって発注者に到達した

ものとみなす。 

（現場代理人） 

第７条 受注者は、委託業務の現場代理人を定めたと

きは、速やかに書面によりその名前その他必要な事

項を発注者に通知しなければならない。現場代理人

を変更したときも同様とする。 

２ 受注者又はその現場代理人は、発注者の指示によ

るこの契約の履行に関し、委託業務の現場に常駐し、

発注者の指示に従い、委託業務の運営管理、委託業

務現場の取締りその他委託業務の実施に関する一切

の事項を処理しなければならない。 

（主任技術者等） 
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第７条の２ 受注者は、次の各号に掲げる者を定めた

ときは、速やかに書面によりその名前その他必要な

事項を発注者に通知しなければならない。これらの

者を変更したときも同様とする。 

(1) 主任技術者（建設業法第２６条第１項に規定

する主任技術者をいう。以下同じ。）又は監理技

術者（建設業法第２６条第２項に規定する監理

技術者をいう。ただし、同条第４項の工事で同

条第３項に該当する場合には、監理技術者資格

者証の交付を受けている専任の監理技術者をい

う。以下同じ。） 

 (2) 専門技術者（建設業法第２６条の２の規定に

該当する建設工事を受注者自ら施工する場合に

おける当該履行場所における当該建設工事の施

工の技術上の管理をつかさどる者をいう。以下同

じ。） 

（委託業務の変更、中止等） 

第８条 発注者は、必要があると認めるときは、書面

をもって受注者に通知し、委託業務の内容を変更し、

又は委託業務の全部若しくは一部の実施を一時中止

することができる。 

２ 前項の場合において、必要があると認められると

きは、発注者は、受注者と協議して委託料の額を変

更するものとする。ただし、協議開始の日から１４

日（発注者があらかじめ定める場合は、その日数）

以内に協議が整わない場合は、発注者が定め、受注

者に通知する。 

（委託期間の延長） 

第９条 発注者は、特別の理由により委託期間を延長

する必要があるときは、受注者に対し書面をもって

委託期間の延長を請求することができる。この場合

における延長日数は、発注者と受注者とが協議して

定めるものとする。 

２ 前条第２項の規定は、前項の規定による委託期間

の延長の場合について準用する。 

（委託期間の短縮等） 

第１０条 発注者は、特別の理由により委託期間を短

縮し、又は委託業務を打ち切る必要があるときは、

受注者に対し書面をもって委託期間の短縮又は委託

業務の打切りを請求することができる。この場合に

おける短縮日数又は打切りの日は、発注者と受注者

とが協議して定めるものとする。 

２ 第８条第２項の規定は、前項の規定による委託期

間の短縮又は委託業務の打ち切りの場合について準

用する。 

（損害の負担） 

第１１条 受注者は、委託業務の実施につき第三者に

損害を与えたときは、その賠償の責めを負うものと

する。 

２ 前項に定めるもののほか、委託業務の実施につき

生じた損害は、発注者の責めに帰すべき理由による

場合を除き、受注者が負担するものとする。 

（委託業務の完了通知等） 

第１２条 受注者は、委託業務を完了したときは、業

務完了届を発注者に提出しなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定による届出を受けたときは、

届出を受けた日から１０日以内に受注者の立会いの

うえ、委託業務の成果がこの契約の内容に適合する

ものであるかどうか確認するための検査を完了し、

当該検査の結果を受注者に通知しなければならない。 

３ 受注者は、委託業務が前項の検査に合格しないと

きは、直ちに契約の内容に適合するように手直しし

た後再び発注者の審査を受けなければならない。こ

の場合において、手直しの完了を委託業務の完了と

みなして前２項の規定を準用する。 

（委託料の支払） 

第１３条 受注者は、前条第２項の規定による検査に

合格したときは、速やかに書面をもって委託料の支

払を請求することができる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、

請求を受けた日から３０日以内に委託料を支払わな

ければならない。 

（部分払） 

第１４条 受注者は、委託業務の完了前に、その出来

形部分（発注者が出来形部分として確認したものに

限る。以下同じ。）に相応する委託料相当額の１０分

の９以内の額について、部分払を請求することがで

きる。ただし、この請求は、月１回を超えることが

できない。 

２ 受注者は、部分払を請求しようとするときは、あ

らかじめ、当該請求に係る出来形部分の確認を発注

者に請求しなければならない。 



                                  H27 4.1 改正 

                                                                                                                                                     

                                        - 3 - 

３ 発注者は、前項の場合において、当該請求を受け

た日から１４日以内に、受注者の立会いのうえ、設

計図書に定めるところにより、前項の確認をするた

めの検査を行わせるとともに、当該確認の結果を受

注者に通知しなければならない。 

４ 受注者は、前項の規定による確認があったときは、

部分払を請求することができる。この場合において

は、発注者は、当該請求を受けた日から起算して１

４日以内に部分払金を支払わなければなければなら

ない。 

（第三者による代理受領） 

第１５条 受注者は、発注者の承諾を得て委託料（部

分払に係る委託料を含む。以下同じ。）の全部又は一

部の受領につき第三者を代理人とすることができる。 

２ 発注者は、前項の規定により受注者が第三者を代

理人とした場合において、受注者の提出する支払請

求書に当該第三者が受注者の代理人である旨の明記

がなされているときは、当該第三者に対して第１３

条又は前条の規定に基づく支払いをしなければなら

ない。 

（発注者の解除権） 

第１６条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに

該当するときは、契約の全部又は一部を解除するこ

とができる。 

(1) 正当な理由なく委託業務に着手すべき期日を

過ぎても委託業務に着手しないとき。 

(2) その責めに帰すべき事由により、履行期間内に

委託業務が完了しないと明らかに認められるとき。 

(3) 第７条の２第１号に掲げる者を配置しなかっ

たとき。 

(4) 前３号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、

その違反により契約の目的を達成することができ

ないと認められるとき。 

(5) 第１７条第１項の規定によらないで契約の解

除を申し出とき。 

２ 受注者は、前項の規定によりこの契約が解除され

た場合は、解除の日までに実施した出来形部分を書

面をもって発注者に報告しなければならない。 

３ 発注者は、前項の規定による報告を受けたときは、

当該出来形部分に相応する委託料相当額を受注者に

支払うものとする。 

４ 受注者は、第１項の規定により契約を解除したこ

とにより発注者に損害を及ぼしたときは、その損害

を賠償しなければならない。 

第１６条の２ 発注者は、この契約に関し、受注者が

次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除

することができる。 

(1) 受注者が、私的独占の禁止及び公正取引の確保

に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独

占禁止法」という。）第４９条第１項に規定する排

除措置命令（以下この号及び次項において単に「排

除措置命令」という。）を受け、同法第４９条第７

項の規定により当該排除措置命令が確定したとき。 

(2) 受注者が、独占禁止法第５０条第１項に規定す

る納付命令（以下この号及び次項において単に「納

付命令」という。）を受け、同法５０条第５項の規

定により当該納付命令が確定したとき。 

 (3) 受注者が、独占禁止法第６６条第１項の規定に

よる却下の審決、同条第２項の規定による棄却の

審決又は同条第３項の規定による原処分の一部取

消し若しくは変更の審決（この契約に係る部分の

全部の取消しをし、又は当該取消しに相当する原

処分の変更をする審決を除く。）を受け、当該審決

の取消しの訴えを同法第７７条第１項の期間内に

提起せず、これらの審決が確定したとき。 

(4) 受注者が独占禁止法第７７条第 1 項の規定に

より審決の取消しの訴えを提起し、当該訴えにつ

いて棄却又は却下の判決が確定したとき。 

(5) 受注者（受注者が法人の場合にあっては、その

役員又は使用人を含む。）が、刑法（明治４０年法

律第４５号）第９６条の３若しくは第１９８条又

は独占禁止法第８９条第１項若しくは第９５条第

１項第１号の規定による刑に処せられたとき。 

２ 前条第２項から第４項までの規定は、前項の規定

により契約を解除した場合について準用する。 

第１６条の３ 発注者は、受注者が次の各号の一に該

当したときは、契約を解除することができる。 

(1) 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、

受注者が法人である場合にはその法人の役員又は

その支店若しくは営業所（常時業務等の契約を締

結する事務所をいう。）を代表する者をいう。以下

同じ。）が、集団的に、又は常習的に暴力的不法行
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為を行うおそれのある組織（以下「暴力団」とい

う。）の関係者（以下「暴力団関係者」という。）

であると認められるとき。 

(2) 役員等が、暴力団、暴力団関係者、暴力団関係

者が経営若しくは運営に実質的に関与していると

認められる法人若しくは組合等又は暴力団若しく

は暴力団関係者と非難されるべき関係を有してい

ると認められる法人若しくは組合等を利用するな

どしていると認められるとき。 

(3) 役員等が、暴力団、暴力団関係者又は暴力団関

係者が経営若しくは運営に実質的に関与している

と認められる法人若しくは組合等に対して、資金

等を供給し、又は便宜を供与するなど積極的に暴

力団の維持運営に協力し、又は関与していると認

められるとき。 

(4) 前３号のほか、役員等が、暴力団又は暴力団関

係者と社会的に非難されるべき関係を有している

と認められるとき。 

(5) 受注者の経営に暴力団関係者の実質的な関与

があると認められるとき。 

(6) 再委託契約その他の契約にあたり、その相手方

が前各号のいずれかに該当することを知りながら、

当該者との契約を締結したと認められるとき。 

(7) 受注者が、第１号から第５号までのいずれかに

該当する者を再委託契約その他の契約の相手方と

していた場合（前号に該当する場合を除く。）に、

発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め、

受注者がこれに従わなかったとき。 

２ 第１６条第２項から第４項までの規定は、前項の

規定により契約を解除した場合について準用する。 

第１６条の４ 発注者は、業務が完了するまでの間は、

第１６条第１項、第１６条の２第１項及び前条第１

項の規定によるほか、必要があるときは、契約を解

除することができる。 

２ 発注者は、前項の規定により契約を解除したこと

により受注者に損害を及ぼしたときは、その損害を

賠償しなければならない。 

（受注者の解除権） 

第１７条 受注者は、次の各号のいずれかに該当する

ときは、契約を解除することができる。 

(1) 第８条第１項の規定による委託業務の中止し

た期間が、委託期間の２分の１を超えたときは、

この契約の全部又は一部を解除することができ

る。 

(2) 発注者が契約に違反し、その違反によって契約

の履行が不可能になったとき。 

２ 第１６条第２項及び第３項の規定は、受注者が契

約を解除した場合における委託料の支払に関して準

用する。 

（天災等による履行不能） 

第１８条 受注者は、天災その他やむを得ない理由に

より委託業務の遂行が困難となったときは、速やか

に書面をもってその旨を発注者に申し出るものとす

る。 

（秘密の保持） 

第１９条 受注者は、委託業務の実施に際して知り得

た事実を他人に漏らしてはならない。ただし、あら

かじめ発注者の承諾を得た場合は、この限りでない。 

（関係書類の整備） 

第２０条 受注者は、委託業務に係る経理を明らかに

した関係書類を委託業務完了後５年間保存するもの

とする。 

２ 受注者は、発注者の請求があればいつでも前項の

書類を提出するものとする。 

（賠償金の徴収） 

第２１条 発注者は、この契約に基づく受注者の賠償

金又は損害金と、発注者の支払うべき委託料とを相

殺することができるものとし、なお不足があるとき

は追徴するものとする。 

（疑義の解決） 

第２２条 この約款に定める事項に疑義が生じた場合

又はこの契約書に定めのない事項で必要がある場合

は、発注者と受注者とが協議して定めるものとする。 

 


